
① 1.5℃目標と日本のGHG削減目標 （地球温暖化対策計画案への意見）

認定NPO法人 気候ネットワーク



地球温暖化対策計画

• 地球温暖化対策推進法に基づき策定される計画

温室効果ガスの排出抑制及び吸収の量に関する目標
事業者・国民等が講ずべき措置に関する基本的事項
目標達成のために国・地方公共団体が講ずべき施策等
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Nationally Determined Contribution （国が決定する貢献＝削減目標）

• パリ協定に基づき、全ての国が５年毎に国連に提出しなければならない温室効果ガスの排出削減目標

• 次回提出期限は２０２５年２月 ２０３５年目標

NDCの意味：
・日本が、国際社会に対して、気候変動対策への貢献を示す重要な指標
・世界第5位の排出国・日本が、先進国としての責任と能力を反映した目標と
することが重要
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1.5℃目標との整合

IPCC AR6／環境省WEBサイト https://www.env.go.jp/earth/ipcc/6th/index.html

＜IPCCが示す1.5℃排出経路＞

・オーバーシュートしない又は
限られたオーバーシュート

・1.5℃に抑える確率 50％

・この10年の間に急速かつ大幅
な、即時のGHG排出量の削減

・世界全体でのCO2排出量は
2050年代初頭に排出量正味ゼ
ロ
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第６回合同会合事務局資料 https://www.env.go.jp/council/content/i_05/000274682.pdf

日本の排出経路は1.5℃に整合しているのか？

＜政府の説明＞

・日本の削減経路はネットゼロ
に向けた削減目標にオントラッ
ク
・2030年目標はIPCCの1.5℃経
路に整合している。

ホント？

・オントラックといっても1.5℃経路の

幅のギリギリ上位をかすっている程
度で、世界全体で達成できない。



5https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-06-2.html

・他国と比較して日本だけが
オントラックと言っているが、
基準年が違う。EU諸国は
1990年、北米は2005年。日
本だけ2013年に基準年をず
らした。

・歴史的排出の多い工業国と
しての責任と対策できる能力
が反映されていない。公平・
公正の観点から非常に不十
分。

削減経路について
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• 第６回合同会合事務局資料 https://www.env.go.jp/council/content/i_05/000274682.pdf

7
• Climate Action Tracker https://climateactiontracker.org/countries/japan/

原案で示された３つの選択肢 ①と②はあり得ない

2030年目標も不十分→深堀りする必要

＜政府案＞ ＜NGO＞
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パブコメのポイント

温室効果ガス削減水準
IPCCが示す1.5℃に必要なGHG削減率と経産省・環境省案

気候ネットワーク https://kikonet.org/content/37006

• IPCC AR6で示された1.5℃の排出経路を世界全体で達

成するために、日本は排出大国としての責任の観点か
ら2035年80％削減を目指すべきである。

• IPCCが示す1.5℃に必要なGHG削減率 2035年60％削
減は基準年が2019年比で示されたもので、2013年比で
は67％削減に相当する。

• 2013年比で直線的な経路では非常に不十分であり、世
界全体の公平・公正の観点から2030年目標も含めて
見直し、2030年に60％削減、2035年に80％削減を目指
す。

• 目標達成のためには、特に日本の温室効果ガスの排
出量の３～４割を占める電力セクターにおいて、大幅削
減を実現し、原発・石炭火力から脱却し、再エネを普及
することが鍵を握る。



参考
IPCC AR6 SPM
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参考
IPCC AR6 SPM
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